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経済財政運営と改革の基本方針2018 

～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～ 
 

平成30年６月15日閣議決定 

第１章 現下の日本経済 

 

２．東日本大震災等からの復興 

（１）東日本大震災からの復興・再生 

② 原子力災害からの福島の復興・再生 

原子力災害被災地域の復興・再生に向けて、改正福島復興再生特別措置法等1に基づき、

着実に取組を進める。 

その大前提である廃炉・汚染水対策及び中長期的な廃炉に向け、研究開発や人材育成

を着実に進めるとともに、国内外の叡智
えいち

を結集し、国が前面に立って安全かつ着実に取

り組む。中間貯蔵施設の整備と施設への継続的な搬入、放射性物質汚染廃棄物の処理、

除去土壌等の減容・再生利用に向けて、政府一体となって取組の加速化を図る。 

福島の復興・再生を加速させるため、教育、医療・介護、買い物などの生活環境の整

備を一層推進する。浜通り地域の広域的かつ自立的な経済復興に向けて、ロボット・廃

炉・エネルギー・農林水産業など、福島イノベーション・コースト構想の重点分野に係

る各種拠点の整備、企業誘致を通じた産業集積、人材育成の加速化等を関係府省庁が連

携して着実に推進していく。福島相双復興官民合同チームを通じた被災事業者の事業・

なりわい再建等への支援や、農業者への営農再開支援、農林水産物の生産から流通・販

売に至るまでの風評の払拭の総合的な支援など、産業・生業の再生を進める。科学的根

拠に基づかない風評被害やいじめなどいわれのない偏見・差別の問題に対して、風評払

拭・リスクコミュニケーション強化戦略に基づき、放射線に関する正確な情報等を効果

的に発信する。県・市町村・民間とよく連携し、中長期・広域の視点で策定された「福

島 12 市町村の将来像に関する有識者検討会提言」2の個別具体化・実現に向けて取り組

む。福島全県を未来の新エネ社会を先取りするモデルの創出拠点とするため、「福島新

エネ社会構想」3を推進する。 

帰還困難区域については、たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域

の全てについて避難指示を解除し、復興・再生に責任を持って取り組むとの決意の下、

放射線量をはじめ多くの課題があることも踏まえ、まずは特定復興再生拠点について、

                                            
1 「福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律」（平成29年法律第32号）及び法改正等を踏まえ改定された「福島

復興再生基本方針」（平成29年６月30日閣議決定） 
2 「福島12市町村の将来像に関する有識者検討会提言」（平成27年７月30日福島12市町村の将来像に関する有識者検

討会取りまとめ）。12市町村とは、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、

浪江町、葛尾村、飯舘村。 
3 「福島新エネ社会構想」（平成28年９月７日福島新エネ社会構想実現会議決定） 
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各町村の認定計画に定められた避難指示解除の目標時期を目指して、除染やインフラ整

備等を進める。 

福島の復興・再生は中長期的対応が必要であることから、復興・創生期間後も継続し

て国が前面に立って取り組む。 

 

 

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組  

少子高齢化が進む中、持続的な成長経路の実現に向けて潜在成長率を引き上げるため、

サプライサイドの改革として、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」と、成

長戦略の核となる「生産性革命」に最優先で取り組むとともに、働き方改革を推進して

いく。 

すなわち、「人づくり革命」により、人生100年時代を見据え、誰もがいくつになっ

ても活躍することができる社会を構築する。 

「生産性革命」により、過去最高の企業収益を設備投資などにつなげるとともに、Ａ

Ｉ、ＩｏＴ、ロボットなど第４次産業革命の社会実装による「Society 5.0」の実現を進

める。 

働き方改革により、誰もが生きがいを感じて、いくつになってもその能力を思う存分

発揮できる社会を実現する。 

また、現下の深刻な人手不足を踏まえ、専門的・技術的な外国人材の受入れを進める。 

経済の好循環を地域に広げていくため、地域経済を支える中小企業への支援などを通

じて地域に雇用を確保し、新しいひとの流れを生み出すことで、地方創生を実現する。 

 

１．人づくり革命の実現と拡大 

我が国は、健康寿命が世界一の長寿社会を迎えており、今後の更なる健康寿命の延伸

も期待される。こうした人生100年時代には、高齢者から若者まで、全ての国民に活躍

の場があり、全ての人が元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社

会をつくる必要があり、その重要な鍵を握るのが「人づくり革命」、人材への投資であ

る。 

「人づくり革命」では、第一に、幼児教育無償化を一気に加速する。３歳から５歳ま

での全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化する。加えて、幼

稚園、保育所、認定こども園以外についても、保育の必要性があると認定された子供を

対象として無償化する。０歳から２歳児については、待機児童解消の取組と併せて、住

民税非課税世帯を対象として無償化を進める。 

第二に、最優先の課題である待機児童問題を解消し、女性就業率 80％4に対応できる

                                            
4 25歳～44歳の女性就業率は、日本72.8％、アメリカ71.1％、イギリス75.5％、ドイツ77.8％、フランス74.6％、ス

ウェーデン82.5％となっている。 
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「子育て安心プラン」5を前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿整備を進める

とともに、保育士の更なる処遇改善に取り組む。 

第三に、真に支援が必要な、所得が低い家庭の子供たちに限って、大学などの高等教

育無償化を実現する。住民税非課税世帯の子供たちについて、授業料の減免措置を拡充

するとともに、学生生活を送るのに必要な生活費を賄えるよう、給付型奨学金を拡充す

る。これに準ずる世帯の子供たちについても、支援の崖が生じないよう、必要な支援を

段階的に行う。 

第四に、介護離職ゼロに向けた介護人材確保のため、介護職員の更なる処遇改善を進

める。 

これらによる２兆円規模の政策を実行し、子育て世代、子供たちに、大胆に政策資源

を投入することで、我が国の社会保障制度を、お年寄りも若者も安心できる「全世代型」

の制度へと大きく転換していく。 

第五に、家庭の経済状況にかかわらず、幅広く教育を受けられるようにする観点から、

年収590万円未満世帯を対象とした私立高等学校授業料の実質無償化を実現する。 

第六に、より長いスパンで個々人の人生の再設計が可能となる社会を実現するため、

何歳になっても学び直し、職場復帰、転職が可能となるリカレント教育を抜本的に拡充

する。 

第七に、18歳人口が大幅に減っていく中、人材育成を担う大学自体も変わらなければ

ならない。例えば、実際、600校ある私立大学では、39％が定員未充足、41％が赤字とな

っているなど、時代のニーズ、地域のニーズ、産業界のニーズに合った教育機関へと変

革するため、国公私立問わず、大学改革を進める。 

第八に、人生100年時代を見据え、意欲ある高齢者に働く場を準備する。 

人づくりこそが次なる時代を切り拓く原動力である。これまでの画一的な発想にとら

われない人づくり革命を断行し、日本を誰にでもチャンスがあふれる国へと変えていく。 

このため、「新しい経済政策パッケージ」6に明記された事項に加え、下記の政策を実

施する。 

 

（１）人材への投資 

① 幼児教育の無償化 

待機児童問題が最優先の課題であることに鑑み、「子育て安心プラン」による受け皿

の整備を着実に進めるとともに、「新しい経済政策パッケージ」での３歳から５歳まで

の全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供についての幼稚園、保育

所、認定こども園の費用の無償化措置7（子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼

稚園については、同制度における利用者負担額を上限）に加え、幼稚園、保育所、認定

                                            
5 平成29年６月２日公表 
6 「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月８日閣議決定） 
7 「子ども・子育て支援法」（平成24年法律第65号）に基づく地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育

及び事業所内保育）は、認可保育所と同様に無償化の対象とする。 
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こども園以外（以下「認可外保育施設」という。）の無償化措置の対象範囲等について、

以下のとおりとする。 

 

（認可外保育施設の無償化の対象者・対象サービス） 

対象者は、今般の認可外保育施設に対する無償化措置が、待機児童問題により認可

保育所に入ることができない子供に対する代替的な措置であることを踏まえ、認可保

育所への入所要件と同一とする。すなわち、保育の必要性があると認定された子供で

あって、認可保育所や認定こども園を利用できていない者とする。 

 

対象となるサービスは、以下のとおりとする8。 

・幼稚園の預かり保育9 

・一般的にいう認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、

ベビーシッター及び認可外の事業所内保育等10のうち、指導監督の基準を満たすも

の。ただし、５年間の経過措置として、指導監督の基準を満たしていない場合で

も無償化の対象とする猶予期間を設ける。 

 

このほか、就学前の障害児の発達支援（いわゆる「障害児通園施設」）については、

幼児教育の無償化と併せて無償化することが決定されているが、幼稚園、保育所及び

認定こども園と障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象とす

る。 

 

（認可外保育施設の無償化の上限額） 

無償化の上限額は、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可保育所におけ

る月額保育料の全国平均額11とする。幼稚園の預かり保育については、幼稚園保育料の

無償化上限額12を含めて、上述の上限額13まで無償とする14。 

 

（実施時期） 

無償化措置の対象を認可外保育施設にも広げることにより、地方自治体において、

                                            
8 このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業を

対象とする。 
9 幼稚園の預かり保育、幼稚園及び認定こども園が１号認定（子ども・子育て支援法第19条第１項第１号に該当すること

の認定）の子供に対して行う預かり事業並びに同法に基づく幼稚園の長時間預かりをいう。以下同じ。 
10 「児童福祉法」（昭和22年法律第164号）第59条の２第１項に規定する施設をいう。幼稚園以外の幼児教育を目的と

する施設のうち乳幼児が保育されている実態があるものを含む。なお、厚生労働省の通知によれば、乳幼児が保育され

ている実態があるか否かについてはその運営状況に応じ判断すべきであるが、少なくとも１日４時間以上、週５日、年

間39週以上施設で親と離れることを常態としている場合は保育されているものと考えられる、とされている。 
11 月額3.7万円（０歳から２歳児については月額4.2万円）。 
12 月額2.57万円。 
13 月額3.7万円（０歳から２歳児については月額4.2万円）。 
14 例えば、一般的にいう認可外保育施設の利用者負担額は平均で月4.0万円（３歳の場合）であるが、この平均額の場合

は月３千円の利用者負担となる。 
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幼稚園の預かり保育や認可外保育施設の利用者に対する保育の必要性の認定に関する

事務などが新たに生じることになることを踏まえ、無償化措置の実施時期については、

2019 年４月と2020 年４月の段階的な実施ではなく、認可、認可外を問わず、３歳か

ら５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供について、

2019年10月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。 

 

 

（認可施設への移行の促進） 

  今後、保育の質の確保が重要であることに鑑み、認可外保育施設の認可施設への移

行促進策の強化を検討し、指導監督基準を満たさない認可外保育施設も含め、認可施

設への移行を加速化する。 

 

（放課後子ども総合プラン） 

女性の就業率の上昇や保育ニーズの高まりを踏まえ、2023年度末までに放課後児童

クラブの約30万人分の更なる受け皿拡大や育成支援の内容の質の向上などを内容とす

る新たなプランを今夏に策定する。 

       

② 高等教育の無償化 

高等教育の無償化の具体的措置については、次のとおりとする。 

 

（無償化の対象範囲） 

第一に、住民税非課税世帯（年収270万円未満）の子供たちに対する授業料の減免

措置については、国立大学の場合はその授業料を免除し、公立大学の場合は、国立大

学の授業料を上限として対応を図る。また、私立大学の場合は、国立大学の授業料に

加え、私立大学の平均授業料と国立大学の授業料の差額の２分の１を加算した額まで

の対応を図る。１年生に対しては、入学金について、国立大学の場合は免除し、公立

大学の場合は国立大学の入学金を上限とした措置とする。私立大学の場合は私立大学

の入学金の平均額を上限とした措置とする。短期大学、高等専門学校、専門学校は、

大学に準じて措置する。15 

第二に、給付型奨学金については、住民税非課税世帯の子供たちを対象に、学生が

学業に専念するため、学生生活を送るのに必要な生活費を賄えるよう措置を講じるこ

ととする。対象経費は、他の学生との公平性の観点を踏まえ、社会通念上妥当なもの

とすることとし、具体的には、日本学生支援機構16「平成24年度、26年度、28年度学

生生活調査」の経費区分に従い、修学費17、課外活動費、通学費、食費（自宅外生に限

                                            
15 私立の短期大学、高等専門学校及び専門学校の授業料は、国立大学の授業料に加え、各学校種の私立学校の平均授業料

と国立大学の授業料の差額の２分の1を加算した額まで対応を図る。 
16 独立行政法人日本学生支援機構 
17 教科書・参考図書等のために支出した経費。 
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って自宅生分を超える額を措置。）、住居・光熱費（自宅外生に限る。）、保健衛生

費、通信費を含むその他日常費、授業料以外の学校納付金（私立学校生に限る。）18を

計上、娯楽・嗜好費を除く。あわせて、大学、短期大学、高等専門学校、専門学校（以

下「大学等」という。）の受験料を計上する。なお、高等専門学校については、寮生

が多く学生生活費の実態が他の学校種と乖離しているため、その実態に応じた額を措

置する。19 

全体として支援の崖・谷間が生じないよう、住民税非課税世帯に準ずる世帯の子供

たちについても、住民税非課税世帯の子供たちに対する支援措置に準じた支援を段階

的に行う。具体的には、年収300万円未満の世帯20については住民税非課税世帯の子供

たちに対する授業料減免及び給付型奨学金の３分の２、年収300万円から年収380万

円未満の世帯については３分の１の額の支援を行い、給付額の段差をなだらかにする。 

在学中に学生の家計が急変した場合については、急変後の所得に基づき、支援対象

者の要件を満たすかどうかを判定し、支援措置の対象とする。 

 

（支援対象者の要件） 

支援対象者については、大学等への進学前の段階における支援の決定に当たり、高

等学校在学時の成績だけで否定的な判断をせず、レポートの提出や面談により本人の

学習意欲を確認する。他方、大学等への進学後については、その学習状況を毎年確認

し、１年間に取得が必要な単位数の６割以下の単位数しか取得していないときやＧＰ

Ａ（平均成績）等を用いた客観的指標により成績が下位４分の１に属するときは、当

該学生に対して大学等から警告を行い、警告を連続で受けたとき、退学処分・停学処

分等を受けたときは、支給を打ち切る。ただし、成績が下位４分の１に属するときに

警告を連続で受ける場合においても、斟酌
しんしゃく

すべきやむを得ない事情がある場合の特例

について検討を行う。 

なお、手続を経て休学する場合には、いったん休止した支援を復学の際に再開する

ことができるようにする。 

 

（支援措置の対象となる大学等の要件） 

支援措置の対象となる大学等は、急速に変わりゆく社会で活躍できる人材を育成す

るため、それぞれの特色や強み、社会のニーズ、産業界のニーズも踏まえ、学問追究

と実践的教育のバランスが取れている大学等とする。具体的には、次のとおりとする。
21 

・実務経験のある教員（フルタイム勤務ではない者を含む。）が卒業に必要な単位数

                                            
18 授業料免除と同様の考え方により、私立大学の授業料以外の学校納付金（同窓会費等の費用を除く。）の平均額の２分

の１の額を計上する。 
19 大学生の５割～７割程度の額を措置する。 
20 両親・本人・中学生の家族４人のモデル世帯を想定。 
21 例えば、経営に問題があるとして早期の経営判断を促す経営指導の対象となっており、かつ、継続的に定員の８割を割

っている大学については、対象にしないことなどを検討する。 
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の１割以上の単位に係る授業科目を担当するものとして配置され、学生がそれらを

履修できる環境が整っていること22（学問分野の特性等により、この要件を満たすこ

とができないと大学等が判断する場合については、大学等においてその理由や今後

の実践的教育の取組を説明しなければならない。） 

・理事に産業界等の外部人材を複数任命していること 

・授業計画（シラバス）の作成や評価の客観的指標を設定し、適正な成績管理を実施・

公表していること 

・法令に則り、財務情報と教育活動（定員充足、進学・就職の状況）に係る情報を含

む経営情報を開示し、多くの国民が知ることができるようホームページ等により一

般公開していること。専門学校については、外部者が参画した学校評価の結果も経

営情報の一環として開示していること 

 

（中間所得層に対する支援） 

こうした低所得世帯に限定した支援措置、大学改革や教育研究の質の向上と併せて、

中間所得層における大学等へのアクセスの機会均等について検討を継続する。 

     

③ 大学改革 

 

（各大学の役割・機能の明確化） 

大学教育の質の向上を図るためには、各大学の役割や特色・強みの明確化を一層進

めることが必要である。国立大学については、一部始まっている機能別支援の枠組み

を活用して、各々の大学の具体的方向性を明らかにする。私立大学については、各大

学が人材育成の３つの観点（世界を牽引する人材、高度な教養と専門性を備えた人材、

具体的な職業やスキルを意識した高い実務能力を備えた人材）を踏まえた選択を行う

とともに、役割・機能の明確化を加速する支援の枠組みを設ける。 

 

（大学教育の質の向上） 

社会の現実のニーズに対応したカリキュラム編成が行えるよう、外部の意見を反映

する仕組みづくりが必要である。このため、社会の最前線で実務に当たる人材が教員

となる場合は、少ない持ち時間であっても専任教員とすることができる仕組みを学部

段階に導入することにより実務経験のある教員を増やし、教授会などの運営にも参画

する。また、教員を一つの学部に限り専任教員とする運用を緩和し、学内の人的資源

を有効活用することによって社会の新たなニーズに柔軟に対応できる教育プログラム

を実現する。授業内容や指導方法の改善を図る教員研修の充実のほか、シラバスの記

                                            
22 経営者、技術者、研究者、行政官等の実務経験のある教員が指導する授業のほか、オムニバス形式で多様な企業等から

講師を招いて指導を行っている場合や、企業等から提供された課題（企画提案等）に取り組む場合、学外でのインター

ンシップや実習、研修を授業の一環として位置付けている場合など、実践的教育から構成される授業科目については、

これに含むものとする。 
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載の充実、成績評価基準の明確化などについての教学面に係る指針を作成する。 

 

（学生が身に付けた能力・付加価値の見える化） 

大学卒業生の質の改善のため、大学に対して学生の学修時間、学修成果などの情報

の公開を義務付け、学生が在学中に身に付けた能力・付加価値の見える化を図る。産

業界においては、採用プロセスに当たり、「求める人材」のイメージや技能を具体的

に示していくことや、大学が示す可視化された学修成果の情報を選考活動において積

極的に活用していくことを経済団体を通じて各企業に促すとともに、企業が大学等に

おける学修成果を重視しているとのメッセージを学生に対して積極的に発信する。 

 

（経営力の強化） 

大学に学外理事を複数名置くことは、高等教育の無償化の支援措置の対象となる大

学の要件にもなっているが、経営力強化のためにも、産業界等の外部人材の理事への

登用を一層進める必要がある。国立大学については、国立大学法人法23を改正し、民間

の外部人材を追加的に任命する場合に限り、その外部人材の人数は法定の理事数を超

えて任命できるようにする。私立大学については、関係団体が定める自主行動基準（ガ

バナンス・コード）を通じて、学外理事を少なくとも複数名置くことを促進する。 

 

（大学の連携・統合等） 

大学の組織再編等を促進するため、国立大学においては、国立大学法人法を改正し、

一法人の下で複数の大学を運営できる制度を導入する。私立大学については、学部単

位での事業譲渡の円滑化や合併の促進など、連携統合や事業承継円滑化の環境整備を

図る。あわせて、撤退を含め早期の経営判断を促す経営指導の強化、破綻手続の明確

化を進める。 

地方においては、地域の高等教育の在り方を議論する「地域連携プラットフォーム

（仮称）」を地方大学等の高等教育機関、産業界、地方自治体が構築できるようにす

る。 

これらの施策を進めるとともに、国公私立の枠を超えた大学の連携を可能とする「大

学等連携推進法人（仮称）」の創設を検討する。 

 

（高等専門学校、専門学校等における実践的な職業教育の推進） 

 実践的・創造的技術者を養成することを目的とする高等専門学校の高度化等を進め

るとともに、大学・専門学校における専門教育プログラムの開発、専門職大学の開設

により、実践的な職業教育を進める。 

 

④ リカレント教育 

                                            
23 「国立大学法人法」（平成15年法律第112号） 
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（教育訓練給付の拡充） 

専門実践教育訓練給付（７割助成）について、第４次産業革命スキル習得講座の拡

充や専門職大学課程の追加など、対象講座を大幅に拡大する。 

また、一般教育訓練給付については、対象を拡大するとともに、ＩＴスキルなどキ

ャリアアップ効果の高い講座を対象に、給付率を２割から４割へ倍増する。特に、文

部科学大臣が認定した講座については、社会人が通いやすいように講座の最低時間を

120時間から60時間に緩和する。あわせて、受講者の大幅な増加のための対策を検討

する。 

様々な学校で得た単位を積み上げて卒業資格として認める仕組み（単位累積加算制

度）の活用を積極的に進める。 

 

（産学連携によるリカレント教育） 

新規かつ実践的で雇用対策として効果的で必要性の高いリカレント教育のプログラ

ムの開発を集中的に支援する。 

 

○ 先行分野におけるプログラム開発 

大学・専門学校・民間教育訓練機関に委託し、産学連携により、20程度の分野（Ａ

Ｉ、センサー、ロボット、ＩｏＴを活用したものづくり、経営管理、農業技術、看

護、保育、企業インターンシップを取り入れた女性の復職支援等）において先行的

にプログラムを開発し、逐次全国展開する。 

また、業界団体、学会等と連携して実務型プログラムを大幅に拡充し、アーカイ

ブを積極的にオンラインで提供するとともに、民間が運営しているリカレント教育

の講座情報を提供するホームページをネットワーク化し、総合的な情報提供を行う

ポータルサイトを整備する。 

 

○ 技術者のリカレント教育 

情報処理、バイオ、ファインケミカル、エンジニアリング、ロボットなど各分野

において、企業の研究者・技術者が最新の技術のリカレント教育を受けることがで

きるリカレント教育コースを、新たに業界と連携し、学会等に設置し、その運営を

委託する。その際、プログラムは、学会のホームページやオンラインでも提供する。

産業界においても、研究者・技術者のリカレント教育受講を促すよう各企業に周知

を図る。 

 

○ 在職者向け教育訓練の拡充 

在職者が利用しやすいような夜間・土日の教育訓練コースを推進するとともに、

オンラインを活用した民間学習サービスを後押しする。 

また、国（ポリテクセンター）及び都道府県（職業能力開発校）において実施し
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ている在職者向けの教育訓練について、大学・専門学校などの民間教育訓練機関へ

の委託を進める。最新技術の知識・技能の習得・向上に関するものを対象に、教育

訓練期間を２日から５日程度のコースだけでなく、企業ニーズに応じコースを拡大

する。 

 

○ 実務家教員育成のための研修 

実務家教員の育成プログラムを開発・実施し、修了者を実務家教員の候補者とし

て大学等に推薦する仕組みを構築する。また、地方大学への実務家教員のマッチン

グを行い、実際に地方大学の教員として活動するための支援策を検討する。 

 

○ 生産性向上のためのコンサルタント人材の養成 

大学、業界団体、金融機関、商工会議所その他の民間団体に委託し、生産管理の

実務経験を有する製造業のＯＢやシニア人材を、生産性改善を行うコンサルタント

として育成し、派遣する。 

 

○ 長期の教育訓練休暇におけるリカレント教育に対する助成 

企業が長期の教育訓練休暇制度を導入し、社員が休暇を取得して学び直しをした

場合に、企業に対して、人材開発支援助成金による支援を新たに行う。また、従業

員の学び直し、副業・兼業に向けた社会的気運を醸成する。 

 

（企業における中途採用の拡大） 

内閣府、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省が連携し

て、中途採用に積極的な上場企業を集めた協議会を設置し、中途採用を拡大する。 

なお、「年齢にかかわりない多様な選考・採用機会拡大のための指針」を活用し、

中途採用の促進に向けた経済界の気運を醸成する。 

 

（２）多様な人材の活躍 

① 女性活躍の推進 

女性活躍が多様性や付加価値を生み出す原動力となるとの認識の下、女性の労働参加

の障壁を取り除き、一人ひとりの女性が自らの希望24に応じてその能力を最大限に発揮で

きる社会への変革を促進・加速するため、「女性活躍加速のための重点方針 2018」25を

着実に実施しながら、女性の活躍状況の「見える化」が徹底されるよう、女性活躍推進

法26の見直しも含め、必要な制度改正を検討する。ロールモデルの提示など女子生徒等に

対する多様な情報提供により、理工系分野における女性活躍を促進する。社内外の女性

                                            
24 例えば、求職していないが就業を希望する女性は221万人に及んでいる（総務省「労働力調査（詳細集計、2018年１－

３月期）」15歳～24歳の学生を除いた値。）。 
25 「女性活躍加速のための重点方針2018」（平成30年６月12日すべての女性が輝く社会づくり本部決定） 
26 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号） 
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役員候補者の育成に向けたセミナーを実施する。女性リーダーの育成に向けて多様な受

講生に対応するため、広範な選択制プログラムの導入を可能とする大学等と共催した研

修を実施する。 

女性が安心して働き続けられる環境を整えるため、多様な働き方に向けた環境整備、

男性の育児・家事への参加促進、育児休業取得の円滑化、仕事と不妊治療の両立、妊娠・

出産・育児に関する切れ目のない支援、様々なハラスメントの防止策等を総合的に推進

する。 

 

 

２．生産性革命の実現と拡大 

（２）第４次産業革命技術がもたらす変化・新たな展開：「Society 5.0」 

⑤ 「人材」が変わる 

 人間がこれまで行ってきた単純作業や反復継続的な作業は、ＡＩ、ロボット等が肩代

わりし、３Ｋ現場は激減する。多様なリカレント教育と、デジタル技術を活用した個別

化学習、遠隔教育などを通じ、あらゆる人々に、やりがいや、よりキャリアアップした

仕事を選択するチャンスが与えられる。 

 

（４）経済構造革新への基盤づくり 

① データ駆動型社会の共通インフラの整備 

大容量・高速通信を支える５Ｇについて、2018年度末に周波数割当を行い、民間事業

者による基盤整備を促進し、2020年からのサービス開始につなげるなどの基盤システム・

技術への投資の促進を図る。 

また、ＡＩ時代に対応した人材育成（小学校でのプログラミング教育、高等教育での

高い理数能力等）と人材の最適活用が図られるよう教育改革と産業界等の人材活用の面

での改革を進め、リカレント教育を大幅に拡充する。 

 

 

５．重要課題への取組 

（２）投資とイノベーションの促進 

② 教育の質の向上等 

「第３期教育振興基本計画」27や教育再生実行会議の提言に基づき、「Society 5.0」

に向けた総合的な人材育成をはじめとした教育の質の向上に総合的に取り組む28。 

新学習指導要領を円滑に実施するとともに、地域振興の核としての高等学校の機能強

化、１人１社制29の在り方の検討、子供の体験活動の充実、安全・安心な学校施設の効率

                                            
27 「第３期教育振興基本計画」（平成30年６月15日閣議決定） 
28 「第３期教育振興基本計画」では、幼児期における教育の質の向上や、私学助成のメリハリある配分強化を含む私立学

校の振興等について記載されている。 
29 １人の生徒が応募できる企業を１社として、当該企業の内定が得られなかった場合のみに他の企業に応募できるという
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的な整備、セーフティプロモーションの考え方30も参考にした学校安全の推進などを進め

る。また、在外教育施設における教育機能の強化を図る。さらに、障害、いじめ・不登

校、日本語能力の不足など様々な制約を克服し、チーム学校の実現、障害者の生涯を通

じた学習活動の充実を図る。 

学校現場での教員の勤務実態を改善するため、適正な勤務時間管理の徹底や業務の効

率化・精選などの緊急対策31を具体的に推進するとともに、学校の指導・事務体制の効果

的な強化・充実や学校の実態に応じた教員の勤務時間制度の在り方などの勤務状況を踏

まえた勤務環境の見直し、小学校における教育課程の弾力的運用についての検討を進め

る。 

 

（４）分野別の対応 

② 観光立国の実現 

2020年に訪日外国人旅行者数を4000万人、消費額を８兆円とする目標32を達成し、観

光先進国、観光の基幹産業化を実現するため、新たに創設する国際観光旅客税による財

源も活用しながら、ストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備など、より高次元な

施策を展開する。 

観光資源の開拓や快適に観光を満喫できる環境の整備などにより、リピーターの地方

への誘客や体験型観光の充実、長期滞在化を図る。公的施設の更なる開放を進め、古民

家等の活用や景観の優れたまちづくり、ダム等のインフラを活かした観光を推進する。

国立公園や文化財等を保全・活用するとともに、ＶＲ33の活用やナイトタイムの有効活用

などを促進する。首都圏空港の機能強化、国際クルーズ拠点の形成や自転車利用環境の

創出等に取り組む。 

我が国の観光の魅力を、国内外の拠点を活用し、効果的に発信するほか、ビザの戦略

的緩和、ＭＩＣＥ34誘致等に取り組む。また、最新技術の活用やＣＩＱ35の計画的な体制

整備などにより出入国を円滑化するとともに、無料Wi-Fiの導入などを通じて、世界水

準の旅行サービスを実現する。ＤＭＯ36の育成のほか、実践的即戦力人材の育成や外国人

材の活用を推進するとともに、双方向の人的交流の拡大を図る。多様な宿泊ニーズに対

応するため、違法民泊対策を含めた健全な民泊サービスの普及などを進める。さらに、

いわゆる白タク行為の防止に取り組む。外国人旅行者への対応を向上させるため、医療

                                            
高校卒業者の就職に関する慣行。 

30 関係機関が連携して科学的・実証的な安全対策に取り組むという考え方。 
31 「学校における働き方改革に関する緊急対策」（平成29年12月26日文部科学大臣決定） 
32 「観光立国推進基本計画」（平成29年３月28日閣議決定）及び「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３

月30日明日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）による。このほか、2020年に地方部での外国人延べ宿泊者数

7000万人泊、外国人リピーター数2400万人の目標も位置付けられている。 
33 Virtual Reality（バーチャル・リアリティ）：コンピューターを用いた仮想現実 
34 企業会議（Meeting）、企業の報奨・研修旅行（Incentive）、国際会議（Convention）、展示会・イベント（Exhibition/Event）

の略称。 
35 税関（Customs）、出入国管理（Immigration）、検疫（Quarantine）を包括した略称。 
36 Destination Management/Marketing Organizationの略称： 観光地域づくりの舵取り役を担う法人 
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通訳の評価体制の構築や医療コーディネーターの養成など地域医療機関における外国人

患者受入れ体制の構築、キャッシュレス環境の整備、多言語対応やトイレの洋式化、相

談窓口の整備などに取り組む。誰もが安全・安心に利用可能な宿泊施設の提供を促進す

るため、バリアフリー化や耐震化などの取組を進める。 

ＩＲ37の整備を推進することにより、国際会議場・展示場等や、家族で楽しめるエンタ

ーテインメント施設を一体的に運営し、我が国の伝統・文化・芸術等を活かしたコンテ

ンツを導入することで、国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現する。その際、世

界最高水準のカジノ規制やその執行体制の整備等により様々な懸念に万全の対策を講じ

る。また、ギャンブル等依存症対策を徹底的かつ包括的に実施する38。 

2025年国際博覧会について、大阪・関西への誘致の成功に向け、内閣としても全力で

取り組む39。ワールドマスターズゲームズ2021関西の円滑な開催に向け、組織委員会等

と協力する。 

 

③ 文化芸術立国の実現 

「文化芸術推進基本計画」40や「文化経済戦略」41に基づき、2020年までを文化政策推

進重点期間と位置付け、文化による国家ブランド戦略の構築や稼ぐ文化への展開、文化

芸術産業の育成などにより文化産業の経済規模（文化ＧＤＰ）の拡大を図るとともに、

文化財の高精細レプリカやＶＲ42作成など文化分野における民間資金・先端技術の活用を

推進する。また、子供や障害者等の文化芸術活動の推進や、国立文化施設の機能強化を

図るとともに、文化財を防衛する観点を踏まえ、文化財の適切な周期での修理や、保存・

活用・継承等に取り組む。さらに、京都への全面的な移転に向け、文化庁の機能強化等

を着実に進める。映画のロケ誘致やアート市場の活性化に向けた検討などを進めるとと

もに、文化プログラムの全国展開、日本遺産の認定・活用や国際博物館会議（ＩＣＯＭ）

京都大会201943の開催等を通じて日本文化の魅力や日本の美を国内外に発信する。 

文化資源について、各分野のデジタルアーカイブ化を進めるとともに、内外の利用者

が活用しやすい統合ポータルの構築を推進する。また、インターネット上の海賊版サイ

トに対して、あらゆる手段の対策を強化する。また、我が国の誇るマンガ、アニメ及び

ゲーム等のメディア芸術の情報拠点等の整備について指定法人による取組を促進する。 

コンテンツや衣食住を含む日本固有の魅力を創造して、発信し、商品・サービスの海

外展開やインバウンド消費の拡大を図るクールジャパン戦略44を深化させ、地域プロデュ

                                            
37 Integrated Resort:特定複合観光施設 
38 「ギャンブル等依存症対策の強化について」（平成29年８月29日ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議決定） 
39 「大阪府における2025年国際博覧会の立候補及び開催申請について」（平成29年４月11日閣議了解） 
40 「文化芸術推進基本計画」（平成30年３月６日閣議決定） 
41 「文化経済戦略」（平成29年12月27日内閣官房・文化庁決定） 
42 Virtual Reality（バーチャル・リアリティ）：コンピューターを用いた仮想現実。 
43 国際博物館会議（ＩＣＯＭ：International Council of Museums）：2019年９月に京都にて我が国で初めての博物館に

関する世界大会を開催（世界141か国・地域から参加予定）。 
44 ｅスポーツ（「エレクトロニック・スポーツ」の略で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を

指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称とされてい
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ース人材の育成や国内外拠点の活用などを進めるとともに、国民が適正な対価で興行・

イベント等を享受できる環境を整備する。 

国立公文書館について、新たな施設の建設に向けて取り組み、その機能を充実させる。 

 

 

６．地方創生の推進 

（１）地方への新しいひとの流れをつくる 

地方から大都市圏への人口移動の大宗を占める大学進学や就職をする若者の動きに歯

止めをかけるため、地方自治体・大学・高等学校・地元産業界等の連携を強化すること

で、地域人材の育成・還流を図る仕組み（地域人材エコシステム）を構築する。さらに、

地方大学・産業創生法45に基づき、キラリと光る地方大学づくり等による地域における若

者の修学・就業を促進する。同時に、雇用機会を創出するため、地域における産業振興

への取組を支援するとともに、政府関係機関移転基本方針46等に基づき政府関係機関の移

転の取組を着実に進めるほか、本社機能の地方移転、産学金官の連携による地域密着型

企業の立上げを促進する。地域への対日直接投資促進策47を実施し、地域が有する強みを

外国企業が持つ販路・技術・人材・ノウハウと結び付ける。地方での生活の魅力を知っ

てもらうために、国民の関心を惹きつける効果的・戦略的な情報発信を進める。 

若者をはじめ様々なライフステージに応じた移住・交流の推進を図るため、ＵＩＪタ

ーンを望む人材や、地域の女性・高齢者等が、地域で起業や中小企業等での事業承継、

新規就業を円滑に実現できるよう、地方自治体による全国規模のマッチングを支援する。

あわせて、地方創生推進交付金や雇用関係助成金を活用した必要な支援を行う。また、

在外の親日外国人材の活用を促進するとともに、優秀なプロフェッショナル人材の地方

への呼込みを促進するほか、生活拠点を移して活動する地域おこし協力隊を拡充する。 

地方への移住のきっかけを広げるため、地域外の者にまちづくりに関わる機会を提供

するとともに、農泊や子供の農山漁村体験を体系的に促進する。また、社会性と収益性

を両立させつつ、地域の課題を解決するソーシャルビジネスを振興するための事業環境

整備や、その効果的な活用手法について検討する。 

 

 

（４）暮らしの安全・安心 

③ 共助社会・共生社会づくり 

社会的諸課題の解決に寄与する公益活動に、民間の人材や資金を呼び込む。民間の公

益活動を促進するため、その成果を適切に評価する手法を普及しながら、寄附文化の醸

                                            
る）などを含む。 

45 「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律」（平成30 年法

律第37号） 
46 「政府関係機関移転基本方針」（平成28年３月22日まち・ひと・しごと創生本部決定） 
47 「地域への対日直接投資サポートプログラム」（平成30年５月17日対日直接投資推進会議決定） 
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成や行政・企業・ＮＰＯによる協働（コレクティブインパクト48）、クラウドファンディ

ングや官民連携による社会的ファイナンス49の活用を促進するとともに、2019 年度中の

休眠預金等に係る資金の活用制度の運用開始を目指し取組を進める。 

全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り高め合う地域共生社会を実現する。 

障害者の地域生活への移行や農福連携50を含めた就労・社会参加を促進するとともに、

発達障害について、社会全体の理解促進、家族支援等に取り組む。また、障害者と障害

がない者との比較を可能とするため、障害者統計について、「公的統計の整備に関する

基本的な計画」51に従い、充実を図る。 

高齢者・障害者虐待の早期発見・未然防止やセルフネグレクト52の実態把握等の観点か

ら、関係機関の専門性の向上や連携の強化・体制の整備を図る。改正生活困窮者自立支

援法53に基づき、就労・家計・住まいの課題を抱える生活困窮者に対する包括的な支援体

制の整備を推進する。成年後見制度利用促進基本計画に基づき、市町村計画の策定や地

域連携ネットワークの中核機関の整備などの施策を総合的・計画的に推進する。 

性的指向、性自認に関する正しい理解を促進するとともに、社会全体が多様性を受け

入れる環境づくりを進める。あわせて、デジタル格差のないインクルーシブ（包摂的）

な社会を実現するため、高齢者、障害者等に対するＩＣＴ利活用支援に取り組む。 

ＳＮＳ等を活用して、いじめ等に関する相談を進めるとともに、若者向けの相談・支

援や地域レベルの取組への支援を強化するなど、自殺総合対策を推進する。また、ガイ

ドラインの作成や診療体制の充実などの慢性疼痛
とうつう

対策に取り組む。 

2022 年４月に予定されている成年年齢18 歳への引下げを見据え、若者の意見を反映

した効果的な周知活動、厳格な与信審査、自立支援、成人式の在り方を検討するなど、

関係府省庁連絡会議54を活用しつつ、必要な環境整備を推進する。 

 

⑤ 消費者の安全・安心 

消費者の安全・安心を確保するため、成年年齢の引下げを見据えた未成年への消費者

教育の強化や高齢者等の見守りネットワーク構築、内部通報制度に係る認証制度の導入

による事業者のガバナンスの強化、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進等による食の安

全の確保、遺伝子組換え食品の表示基準等の充実を進めるとともに、食品ロスの削減に

向け、国、地方自治体、事業者、消費者などの様々な関係者が連携した国民運動の推進

やＩＣＴ活用等による民間企業の取組の促進等を図る55。 

                                            
48 分野の垣根を越えて様々な立場の関係者が、目標・成果を共有した上で、共通の評価システムの下で、お互いの強みを

活かした取組を集中的に、効果的に行うことで、より迅速により大きな社会的成果の創出を目指すこと。 
49 成果報酬型民間委託やソーシャル・インパクト・ボンドなど。  
50 高齢者、障害者、生活困窮者等の農業分野における就農・就労。 
51 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年３月６日閣議決定） 
52 在宅で高齢者等が、通常一人の人として生活において当然行うべき行為を行わない、あるいは、行う能力がないことか

ら、自己の心身の安全や健康が脅かされる状態に陥ること。 
53 「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」（平成30年法律第44号） 
54 成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議 
55 「消費者基本計画」（平成27年３月24日閣議決定） 
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（５）少子化対策、子ども・子育て支援 

 少子化という我が国の社会経済の根幹を揺るがしかねない国難を克服する。このため、

個々人が希望する時期に結婚でき、かつ、希望する子供の数と生まれる子供の数との乖

離をなくしていくための環境を整備し、「希望出生率1.8」の実現を目指す。 

子育てに対して一人ひとりが温かい手を差し伸べ、共に応援していくという社会的気

運を醸成しながら、地域社会において活力・意欲あるシニア層の参画を促進するなど、

子育ての支え手の多様化を図るとともに、結婚、妊娠、出産段階からの切れ目のない支

援に取り組む。また、男女ともに希望すれば働き続けながら子育てができる多様なライ

フスタイルが選択可能な環境をつくる。 

 子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、消費税分以外も含め、適切に

財源を確保していく。 

 また、世代を超えた貧困の連鎖を断ち切るため、ひとり親家庭の支援や子供の学習支

援、スクールカウンセラー等による教育相談の充実、配偶者暴力被害等困難を抱えた女

性への支援、無戸籍者を生じさせないための施策を推進する。また、離婚に伴う養育費

の確実な支払いや安全な面会交流の実現に向けて取り組む。こうした取組を通じ、子供

の貧困の解消に向けて社会全体で取り組む。 

子供の命が失われる痛ましい事件が繰り返されないよう、市町村、児童相談所の職員

体制及び専門性の強化、適切な情報共有など地方自治体間等関係機関との連携体制の強

化や適切な一時保護の実施などによる児童虐待防止対策56、家庭養育優先原則に基づく特

別養子縁組、里親養育支援体制の整備、児童養護施設等の小規模・地域分散化、職員配

置基準の強化を含む高機能化及び家庭養育支援への機能転換などの社会的養育を迅速か

つ強力に推進する57。 

不妊治療に対する支援を行う。また、ハイリスクな妊婦が、早期に必要な支援を受け

つつ、産婦人科を受診できるよう検討を進める。 

 

 

第３章 「経済・財政一体改革」の推進 
２．2019年10月１日の消費税率引上げと需要変動の平準化 

2019年10月１日の消費税率10％への引上げに当たっては、教育負担の軽減・子育て

層支援・介護人材の確保等の拡充や低所得者への配慮とともに、消費税率の引上げに伴

う駆け込み需要・反動減といった経済変動を可能な限り抑制することが経済全体にとっ

て有益であることから、以下の取組を進めるとともに、消費税率引上げの必要性やその

影響を緩和する措置などについて、国民に分かりやすく広報を行う。 

 

                                            
56 2016年・2017年の児童福祉法（昭和22年法律第164号）改正により、児童福祉法の理念の明確化等や、児童虐待につ

いて発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化を実施。 
57 2017年８月、厚生労働大臣に、児童福祉法の理念を具体化する「新しい社会的養育ビジョン」が提言されている。 
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（１）消費税率引上げ分の使い道の見直し 

社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、人づくり革命の安定財源を確保

するために、2019 年 10 月１日に予定している消費税率引上げ分の使い道の見直しを行

った。具体的には、消費税率の２％の引上げによる５兆円強の税収のうち、従来は５分

の１を社会保障の充実に使い、残り５分の４を財政再建58に使うこととしていたが、これ

を変更し、教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保等59と、財政再建60とに、そ

れぞれ概ね半分ずつ充当する。このうち、介護人材の処遇改善について消費税率引上げ

日の2019年10月１日に合わせて実施するとともに、幼児教育の無償化についてもこれ

を目指し、消費税率引上げによる経済的な悪影響を緩和することとする。 

 

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題 

（２）社会資本整備等  

（ＰＰＰ／ＰＦＩの推進） 

民間の資金・ノウハウを最大限活用するとともに、公的負担の最小化を図るため、

「未来投資戦略2018」及び「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」61に基づき、多様

なＰＰＰ／ＰＦＩの活用を重点的に推進する。 

地方公共団体等がＰＰＰ／ＰＦＩに取り組みやすい方策62を講ずる。特に、上下水道

においては、効率的な整備・管理及び経営の持続可能性を確保するため、各地方自治

体の経営状況の地域差を「見える化」し、広域化や共同化、コンセッションをはじめ

とする多様なＰＰＰ／ＰＦＩの導入、ＩＣＴ活用等を重点的に推進する。また、赤字

空港の経営自立化を目指し、運営権対価の最大化を図りつつ、地方管理空港を含め、

原則として全ての空港へのコンセッションの導入を促進する。 

人口20万人以上の地方公共団体における実効ある優先的検討の運用をはじめとする

ＰＰＰ／ＰＦＩの実施支援に加え、人口20万人未満の地方公共団体が容易に取り組め

るよう、年内に改革工程を具体化する。公的不動産についてＰＰＰ／ＰＦＩの利活用

拡大を通じてキャッシュフロー化、維持管理コストの削減等を図る。 

 

（公的ストックの適正化） 

長寿命化を徹底し、地方の単独事業も含め、効率的・効果的に老朽化に対応すると

ともに、各地方の実情に応じたコンパクト・プラス・ネットワークの考え方等に基づ

き公共施設の統廃合を推進する。長寿命化等による効率化の効果も含め、できる限り

                                            
58 後代への負担の付け回しの軽減及び社会保障４経費に係る消費税率引上げに伴う支出の増。 
59 「等」は、従前より消費税率10％引上げ時に実施することとされていた年金生活者支援給付金などの社会保障の充実策

（1.1兆円程度）。 
60 後代への負担の付け回しの軽減及び社会保障４経費に係る消費税率引上げに伴う支出の増。 
61 「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（平成30年改定版）」（平成30年６月15日民間資金等活用事業推進会議決

定） 
62 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部を改正する法律（改正ＰＦＩ法）」（平成30

年６月13日成立）に基づく施策の利活用促進に加え、柔軟性や実効性のあるＰＰＰ／ＰＦＩ手法の開発や優良事例の

横展開等。 
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早期に、インフラ所管省は、中長期的なインフラ維持管理・更新費見通しを公表する。

また、地方公共団体への更新費用試算ソフトの提供等を含め、技術的・財政的支援を

通じて、地方公共団体が３年以内に長寿命化等による効率化効果を示すよう促す。 

「公共施設等総合管理計画」の「見える化」について、公営企業施設に係る記載な

どを含め、その内容を充実させる。「個別施設計画」の策定率の低い分野については、

関係府省が、ガイドラインの策定、交付金等における計画の策定要件化等により、実

効的な計画策定を支援する。また、地方公共団体ごとの計画策定状況や長寿命化等の

対策の有無等を「見える化」し、先進・優良事例の横展開を行う。「個別施設計画」

を踏まえ、2021年度までに「公共施設等総合管理計画」の見直し・充実を進める。 

 

（３）地方行財政改革・分野横断的な取組等 

 

（持続的な地方行財政制度の構築） 

  人口減少・高齢化の下、社会保障給付と負担の推計、学校施設や上下水道をはじめ

とするインフラ維持更新費の中長期見通し等も踏まえ、地方単独事業を含め、医療・

介護、教育や子ども・子育て、ライフラインを維持するインフラ等に係る経費や制度

的な課題について、関係府省が連携し、今後の動向を検証し、必要な対応策を検討す

る。 

行政コストの効率化に向け、全ての行政分野において、多様な広域連携を推進する。

また、人口規模が小さく、行財政能力の限られる地方自治体と周辺の中核的な都市や

都道府県との間の連携・補完に係る制度の活用等を推進する。地方公共団体の実情に

応じ、市町村合併の進捗状況が地域ごとに異なることを踏まえ、現行の合併特例法63が

平成31年度末に期限を迎えることへの対応を検討するとともに、公共サービスの広域

化・共同化の取組を着実に推進する。 

地方の安定的な行財政運営を確保しつつ、地方の実情を踏まえて補助金の自由度を

高めるほか、地方交付税について改革努力等に応じた配分の強化について検討する。

基準財政需要額の在り方を含め、将来の人口構造の変化に対応した地方団体の行財政

制度の在り方を検討する。また、地方の独自財源の確保とそれによる地方独自の行政

サービスの向上への取組を促進する。 

地域間財政力格差の拡大に対しては、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方

税体系を構築する。地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について

検討し、平成31年度税制改正において結論を得る。 

 

（４）文教・科学技術等 

 

（基本的考え方） 

                                            
63 「市町村の合併の特例に関する法律」（平成16年法律第59号） 
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 全ての子どもたちが必要な力を身に付け、その質を持続発展させていくとともに、

少子化や施設老朽化等の中長期的展望の下、外部人材等の多様なリソースを活用しな

がら、頑張る教育機関が報われる仕組みの拡充などメリハリをつけた予算配分を行う。 

世界最高水準の「イノベーション国家創造」に向けて、官民研究開発投資の拡大を

目指す。政府研究開発投資について、新計画との整合性を確保しつつ、対ＧＤＰ比１％

にすることを目指し所要の規模の予算が確保されるよう努めるとともに、官民合わせ

た研究開発投資を対ＧＤＰ比４％以上とすることを目標とする。 

少子化の進展を踏まえた予算の効率化、イノベーション創出による歳出効率化等、

エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの徹底を基本として、以下の改革を進める。 

 

（少子化の進展を踏まえた予算の効率化、教育の質の向上等） 

少子化の進展や厳しい財政状況等の中での教育の質の向上を図るため、教育政策の

実証研究を踏まえた予算の裏付けのある公立小中学校の教職員定数の中期見通しを策

定するとともに、学校における働き方改革に向け、英語・プログラミング等の分野で

の特別免許状教員等の外部人材の拡充、部活動における外部人材や民間機関の活用な

ど学校と地域の連携・協働を進める。また、学校施設について先進・優良事例の横展

開を含め長寿命化に向けた施設計画策定や学校統合、廃校施設の活用促進に一体的に

取り組むとともに、学校事務の共同実施、教育の情報化等について、ＫＰＩを掲げ工

程化して推進する。 

教育研究の質的改善に向けて、複数併存・重複する大学評価制度の関係の整理、効

率化、客観的な指標に基づく、厳格な第三者による相対的かつメリハリのある評価へ

の改善を図る。大学への財政支援について、改革の取組や教育成果に応じてメリハリ

付けを強化し、頑張る大学の取組を後押しする。国立大学法人運営費交付金等につい

て、ＰＤＣＡの確立、学内配分や使途等の「見える化」、戦略的な配分割合の増加を

進めるとともに、私学助成について、教育の質に応じたメリハリ付け、教育の質が確

保されず定員割れとなっている大学や赤字経営の大学等への助成停止等も含めた減額

の強化を図る。学生への就学支援においては、教育の質が保証され、社会のニーズが

ある大学等を対象に、支援が必要な学生に適切な支援を重点的・効率的に行う。私立

大学の公立化が真に地域に貢献する大学改革に資するよう、財政支援等の徹底した見

える化、教育成果に応じたメリハリ付けに向け、文科省、総務省が地方自治体との連

携を強化する。 

 

（エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの徹底） 

「第３期教育振興基本計画」に基づき、幼児教育から高等教育、社会人教育までラ

イフステージを通じた教育政策全体について、国・都道府県・市町村それぞれの権限

を踏まえつつエビデンスに基づく実効性のあるＰＤＣＡサイクルを確立する。文部科

学省及び地方自治体においては、コストや成果を含む関連データの徹底的な見える化、

全国学力・学習状況調査など自治体所有データの幅広い研究者による利用の円滑化を
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進める。文部科学省においては、関係府省と連携しつつ、教育政策全般にわたる実証

研究の設計や分析結果の検証を行う体制の構築、ロジックモデルの構築による政策目

標と施策との関係の合理的設計等を進める。 

科学技術分野においても、予算のエビデンス構築、コスト・効果を含めた見える化、

ＥＢＰＭ化を進め、予算の質の向上を図る。 

 

 

第４章 当面の経済財政運営と2019年度予算編成に向けた考え方 

 
我が国経済は、企業部門の改善が家計部門に広がり、好循環が進展する中で緩やかに

回復しており、今後も、海外経済の回復が続く下で、各種政策の効果もあいまって、雇

用・所得環境が更に改善し、民需を中心とした景気回復が期待される。ただし、先行き

のリスクとして、通商問題の動向を含む海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影

響等には留意する必要がある。 

政府は、少子高齢化という最大の壁に立ち向かい、持続的な経済成長を実現していく

ため、人づくり革命及び生産性革命を実現・拡大し、潜在成長率の引上げを進めるとと

もに、成長と分配の経済の好循環の拡大を目指す。2019 年 10 月１日における消費税率

の10％への引上げを確実に実現できる経済環境を整備するとともに、消費税率引上げに

よる需要変動の平準化に万全を期す。 

日本銀行には、２％の物価安定の目標の下、金融緩和を推進し、目標をできるだけ早

期に実現することを期待する。 

 

（当面の予算編成の基本的考え方） 

① 前回2014年４月の消費税率の引上げの経験も踏まえ、2019年10月１日における

消費税率引上げに伴う需要変動に対して機動的な対応を図る観点から、歳出改革の

取組を継続するとの方針とは別途、臨時・特別の措置を2019・2020年度当初予算に

おいて、講ずることとする。その具体的な内容については、2019 年 10 月１日に予

定されている消費税率引上げの需要変動に対する影響の程度や経済状況等を踏まえ、

各年度の予算編成過程において検討する。 

② 2019 年度予算は、新計画における社会保障改革を軸とする基盤強化期間（仮称）

の初年度として、社会保障関係費や非社会保障関係費等について歳出改革の取組を

継続するとの方針に沿った予算編成を行う。 

③ 無駄な予算を排除するとともに、真に必要な施策に予算が重点配分されるよう、

厳格な優先順位付けを行い、メリハリのついた予算とする。 

 


